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1. 　この債券報告書（第３期）（以下、「本報告書」という。）は、日本政策投資銀行（以下、「当

行」という。）が、第3期（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日）の経理の状況その他事業の

内容に関する重要な事項及びその他の事項を記載して作成した、平成14年６月30日付けの書類です。

　当行は、日本政策投資銀行法第43条に基づき、財務大臣の認可を受けた日本政策投資銀行債券

の発行に係る基本方針に則って、日本政策投資銀行債券を発行する際に、債券内容説明書（以下、

「説明書」という。）を作成しておりますが、本報告書は、第４期（自　平成14年４月１日　至　平

成15年３月31日）に係る同様の債券報告書が作成される日までに発行される日本政策投資銀行債券

にかかる説明書中にその写しが綴じ込まれる予定です。

　

2.   日本政策投資銀行債券については、証券取引法第3条が適用されることから、日本政策投資銀行

債券に関しては、証券取引法第2章の規定は適用されません。

　従って当行は、同法第24条に基づく有価証券報告書の提出義務を負っていませんが、当行は、今

後毎事業年度及び毎半期ごとに、上記の記載事項を記載した債券報告書及び半期債券報告書を作成

し、原則として毎年６月末日及び12月末日を目途として公表する方針を有しています。公表の方法

については、債券報告書及び半期債券報告書を本支店に備え置き開示するとともに、当行ウェブサ

イトにも掲載する予定です。

３．　当行の財務諸表は、日本政策投資銀行法第38条第1項の規定に基づき、財政制度審議会公企業会

計小委員会が定めた「特殊法人等会計処理基準」に準拠して作成しています。

　第２期（自　平成12年4月1日　至　平成13年3月31日）及び第３期（自 平成13年4月1日 至 平成

14年3月31日）につきましては、上記財務諸表に加え、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則（昭和38年11月27日大蔵省令第59号）」に基づいて作成し、証券取引法第193条の2所定

の監査証明に準ずる中央青山監査法人による監査証明を受けた財務諸表（企業会計基準に準拠）を、

本報告書において併記しています。

(注)本報告書中の数値は特に他の記載がない限り、企業会計基準に準拠したものです。
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